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はじめに
わが留において，公務員の政治的活動はかなり厳しく制約されている。特
に，国家公務員の場合，職積にかかわらず，fb範な制約が課されており，地
方公務員のような地域的な限定もなく，違反行為は，懲戒処分のみならず，
刑事罰の対象にもなっている。憲法が保障する公務員の政治的活動の自由と
の関係で，このような厳しい規制を正統化可能かが歴史的に議論されてきて
おり，最高裁においても内勤事務，電話交換事務等に従事する非管理職の郵
政公務員による政党の特定候補のための選挙ポスター掲示や，郵送配布して
掲示ぞ依頼する等の政治的行為を対象としたいわゆる議払事件において，制
約の合憲性が争われてきた1)。また，近年においては，国民年金の資格に関
する事務などを扱う臨民年金業務課で棺談業務等を担当する社会保険庁公務
員が fしんぶん赤旗Jの号外などを配布した行為を対象とした目黒社会保険
事務所公務員事件があり，東京地裁は，上記猿払事件最高裁判決に従い，国
家公務員に対する広範な制約を合憲としている2)。これに対して，様々な法
分野の研究者から批判がなされておりわ，比較法的な検討も行われている
が，比較法的検討については，制約のものになったアメリカ法については，
現時点のものも含めてかなりの成果が公表されているものの心， それ以外の
国の法については必ずしも充分な成果が公表されているわけではない。近年
の法改革においては，従来にもまして，グローパノいスタンダードとして，
アメリカや EU諸関における法の水準が意識されており，法解釈においても
類似の作業が必要で、あると考えられる。本稿では，上記のわが国における問
題状況を踏まえつつ，イギリスにおける国家公務員の政治的活動の自由につ
いて比較法的検討を行おうとするものである。
わが国との比較においてあらかじめ注意しておきたいのは，現在のわが国
において，制約が法律によってなされることは当然視されているが，イギリ
スの場合には，現をにおいても，その制約は，国王大権によるものであっ
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て，法律による制約ではないことであるわ。現在の制約を具体化しているの
は， 19佑年の公務員令 (CivilService Order in Council)に基づき6)，1ヲ96年に
制定された「国家公務員管理規期 (CivilService ivlanagen淀川 Code)J(以下「管
怒規烈J)7)である。これらの規則違反は，刑事罰の対象ではなし公務員に
とって懲戒処分の対象となるにとどまるため8)，わが臨の地方公務員の場合
と悶様に，刑事事件においてこの種の問題が登場することはないc
そして，イギリスにおいては，爵家公務員の政治的活動の制約というテー
マは法学の領域で活発に論じられているテーマではないようであり，秘約の
運用の笑態も必ずしも明らかではない。ただし，現悲のイギリスにおける制
約は， 1978年に公表され， 1984年に勧告が政府と公務員組合の間の徹底的
な詩論の後に採用されため，アーミテージ委員会 (ArmitageCommittee)報告
に基づくものであり 10)，その報告書においては，日78年段階における運
用実態と制約に関する基本的発想が比較的詳掘に紹介されており，現在の制
約を理解する上でも重要と患、われる。また，偶然ではあるが，はじめに述べ
た自黒社会保険事務所公務員事件と同様な状況がアーミテージ報告書におい
ても重要な検討課題となっている。そこで，やや古い報告書ではあるが，そ
こでの議論も踏まえながら，目黒社会保険事務所公務員事件と同様のことが
イギリスにおいてなされた場合{こ， どのような結論になるかそ考えていきた
し、。
以下では，イギリスにおいては，盟家公務員の政治的活動の制約の度合い
を3類型{こ分けて，制約の対象行為を大きく全盟的な政治的活動と(自治体
レベルである)地方の政治的活動に二分し，爵家公務員会そのいずれかの類型
に位寵づけていることから，最初にそれらを紹介し，次に，制約のある類型
に位霞づけられた公務員も許可 (permission)を受けることによって，その活
動を行うことを?認められるので，許可の仕組みと運用を扱い，それを踏まえ
て地方事務所において公衆との対面(ぬceto face)サーピスそ担当する公務員
における許可の運用を検討する 11)。
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一制約の 3類型
1 3類型の盤立
(1) 2類型から 3類型へ
後に説明するように，公務員の政治的活動については，現在，制約が最も
緩い f政治的に自由な類型 (politicallyfree) J (以下市街類型jとする)，制約が
最も厳しい「政治的に制約された類型 (politicallyrestricted) J (以下「制約類型j
とする)と両者の f中間類型 (intermediate)J (以下「中間類型jとする)という 3
類型が設けられている 12)。このように，制約を 3類型に分ける対応は， 1948 
年に設置されたマスターマン委員会(J¥lastermanCommittee)が 1949年に公表
した報告書とその修正に基づく制度の具体化をと出発点とし，現在の制度は，
1978年のアーミテージ報告書によるその改革とその後の対誌に基づいてい
るおしそこで， ここでは，マスターマン報告書以後確立された3類型の内
容とアーミテージ報告書によるその修正についてみていきたい。
まず，マスターマン報告書は，政治的に中立である公務員制度の公益にお
ける要請と可能な限り多くの民主主義国家のiP民が政治的生活において叡擁
的役割を果たすことを認める必要性の間の基本的な簡突を?検討した。委員会
は，その政治的活動における参加が公務員に対する公衆の信頼と効率性営危
険に晒す「等級 (grade)Jの者と，その活動がそのようなリスクを含まない
者を毘別することが可能であるとした。すなわち，公務員の等綾によって，
政治的活動の鞘約そ分けようとするものであった。そして，一方で，行政
(管理)(A.dministrative)等級，専門職 (ProfessionaD等級，科学者 (Scientific)等
級，技術者 (Technical)等級，執行 (Executive)等級，書記 (Clerical)等級お
よびタイプ (Typing)等級の等級と，他方で，現業 (industrial)等級と「マイ
ナーで操作作業 (minorand m山中山tive)J等級に分け，後者の類型は，国会
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(庶民統)候補者を含め，すべての形態の政治活動に参加することを?認められ
るが，前者の者は，すべての全国的な政治的活動を禁止されるものの，地方
の政治的活動に参加する許可の申請をすることができるとするものであっ
たc このように， I等級JIこ基づき制約について2類型の提案を行い，制約
を課す場合にも，全額的な政治的活動と地方の政治的活動を分け，地方の政
治的活動については，許可の申請に基づき，参加を認めようとするもので
あった14)。その後， 1952年に全国ホイットレー協議会の合持委員会(Joint
COl1mittee of the National Whitlev Council)は15)，上記の二つの類型に加えて中
間類型ぞ設けることをナ勧告し，翌年 1953年に政府は白書を提出して 3類型
を承認し，制約類型の一部について，制約を緩和した中間類裂を設けた16)。
(2) 3類型とニつの政治的活動
現在適用されている「管理規期jぞみる前に，アーミテージ報告書が検討
対象とした 3類型をその段賠で適用されていた f公務員俸給およびサービス
条件規則 (CivilServicεPay and Conditions of Service Code) J (以下 iI日規則J)17)に
よって礁認しておしこの規則lふ公務員が自由に政治的活動{こ参加できる
程度を f等級jに基づかせて，以下のような三つの公務員グノレープに分けて
い7こ18)。
に， I告由類型jであり，国会議員への立候補を含め，自由に政治的
活動に参加できる瑛業および非事務的等級からなる。
にー， I制約類型Jであり，執行職や，情報官のような特定の関連する
等級とともに，執行職レベノレ以上のすべての公務員からなる。この類型の公
務員は，全国的な政治的活動な禁止されているが，地方の政治的活動に参加
するために許可を申請することができる。
第三に， I中閉鎖型Jであり，他のすべての公務員がこの類型に講し，全
国的な政治的活動および地方の政治的活動に参加する許可を申請することが
できる。
以上のように， I制約類型jにおいても，地方の政治的活動は許可営受け
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れば可能であり， i中間類型Jは，さらに，全国的な政治的活動も許可を受
ければ，可能となっていた。
許可については後で触れることにして，ここでは，全国的な政治的活動と
地方の政治的活動の内容を確認しておきたい19)。まず， i全国的な政治的活
動Jである。
(a) 国会議員としての指名 (adoption)
(b) 党派的政治的組織において，全国的な領域の完全にまたは主に党派
政治にかかわる役職を保有すること
(c) 全国的な政治的問題について公に話すこと
(d) プレスへの手紙においてまたは本，論文もしくはリーフレットにお
いて全国的な政治的問題についての見解を表明すること
(e) 国会または欧州議会の候補者のためにまたは政党のために戸別訪
間 (canvassing)すること
以上の説明からは，許可を得ることができれば， (a) 国会(庶渓段)議員
に立候補可能であるようにもみえるが，実轄には，次の2で説明するよう
に，酪会議員に立候鵠するためには，類型にかかわらず，公務員を辞職する
必要があり，他の政治的活動とIX到して考える必要がある。
次に， i地方の政治的活動Jである。
(a) 自治体選挙の投捕者となることまたは議員同席者 (co-option)20)と
なること
(b) 党派的政治組織において，地方の領域の完全にまたは主に党派政治
にかかわる役職を保有すること
(c) 地方の政治的問題について公に話すこと
(d) プレスへの手紙においてまたは本，論文もしくはリーフレットにお
いて地方の政治的問題についての見解を表明すること
(e) 自治体選挙の挟捕者のためにまたは地方の政治組織のために戸別
訪問すること
次に，現在の管理規則における制約を確認する21)。管理規則においては，
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「自由類型」とそれ以外に分けられ，後者は， r制約類型Jとそれ以外の類型
を分けられるので，結局3類型が存在することになる会最後のものには，規
員目上は名称が付けられていないが，制約が「自由類型j と「制約類型jのや
間的なものであり，先にみたように，国境問と侍様に f中関類型」と一般的
lこ呼ばれている 22)。
まず， r自由類型Jの公務員は，すべての政治的活動に参加する自治が認
められる。この類型に含まれる公務員は，公務員大臣による承認に服するこ
とになる。
反対に， r制約類型jの公務員は全器的な政治的活動に参加してはならな
いが，地方の政治的活動に参加する許可を求めることができる。
それ以外の「中間類型jの公務員は，金調的な政治的活動または地方の数
治的活動に参加する許可を得なければならない。
i日規則とi湾様lこ，全盟的な政治的活動と地方の政治的活動の内容を謹語、し
ておしまず， r全国的な政治的活動」は，以下である。
党派的政治的組織において，関会または欧州議会の領域の完全にまた
は主に党派政治にかかわる役職を保有すること
全毘的な致治的問題について公に話すこと
プレスへの手紙においてまたは本，論文もしくはリーフレットにおい
てそのような開題についての見解を表明すること
5会 開会または欧州議会の候補者として公に紹介ぢれること
国会または欧州議会の候補者のためにまたは政党のために戸別訪問す
ること
また， r地方の政治的活動jは，以下である
自治体選挙の候補者となることまたは議員同席者となること
党派的政治組織において地方領域の完全にまたは主に党派政治にかか
わる役職を保有すること
争地方の政治的関題について公に話すこと
プレスへの手紙においてまたは本，論文もしくはリーフレットにおい
153 
て地方の政治的問題についての見解を表明すること
骨 自治体選挙の候補者のためにまたは地方の政治組織のために戸別訪問
すること
以上のように，管理規則の規定は， I日規則と同様に，国家公務員を 3類型
に分けて政治的活動の制約ぞ変化おせており，全由的な政治的活動と地方の
政治的活動の内容も同様であることが確認できる。
なお，若干の点を補足しておきたい。まず， I日規則においても23)，管理規
則においても 24)，器家公務員が， f職務中 (011duty汁， f制服姿で (inuniform) J 
または[公的施設において (011official premises) J政治的活動に参加してはな
らないことを規定していることである。さらに，管理規則においてはお)，
公務員の公職資格において，党派的政治組識によってまたはその後援の下で
招集される外部の会議または集会に出席してはならないとしている。
次に，管理規別においては，公務員の政治的活動に対して翁やエージ、エン
シーが対応することが求められているが26)，このエージェンシーについて
一言触れておきたい。わが留においては，サッチャ一政権以降のエージ、エン
シーをナモデノレに独立行政法人制度が創設され，職員が公務員裂の特定独立行
政法人と非公務員型の独立行政法人が存在する。しかし，イギリスの場合に
は，省庁の一部がエージェンシー化されでも，その職員の身分は公務員であ
り，そのために省とエージ‘ェンシーが区別なく規定されている
2 政治的活動の論点
アーミテージ報告書は，政治的活動の幾つかの論点、について検討を行って
おり，倒々の論点、のみならず，制度の基本的な発想、を知る上で重嬰であると
患われるので，簡単に触れておきたい。
(1) 盟会(庶民院)議員立候補
先にみたように， I日規則においては， r盟会議員としての指名Jが「全国
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的な政治的活動Jとされ，管理規郊においては， r国会議員候補者として公
に紹介されることJが f全悶的な政治的活動j とされているが，実際には，
1ヲ75年庶民焼資格制奪法 (Houseof Commons Disqualitication Act) ，こより，すべ
ての悶家公務員は，国会(庶民続)議員となる資格を有さず， したがって，
立投補前に公務員合辞任しなければならないものとなっていた加。
そして， I日規則は，以下のことを定めていた加。まず， r自由類型」の公
務員は，落選した場合，当選確定住の 1週間以内に復職する資格を有してい
る。また，当選した場合，争公務員でない期間が5年以下登選挙前に
10年以上の現実のサーピス担当 争国会議員終了より 3カ丹以内の復職申
という要件の下で，公務員に復職することができ，舎と号の要件が満たさ
れない場合の護職申請もそのメリットに基づいて，向摺をもって検討され
るG 地方， r制約類型Jまたは f中間類型jの公務員は，国会議員に立候補
するならば辞f:'e要求され，復職する資格も有していない。しかし，アーミ
テージ報告警においては， r制約類型jの公務員による復職申請は，ほとん
ど認められないようにみえ，同様のことは f中間類型jの公務員にもあては
まるであろうとしており 30)，復識は権利ではなく，実際にも認められ難い
ものの，復職が完全に否定されていたわけでもないと考えられる。
そして，アーミテージ報告書は，盟会候祷者に隠する規知念緩和すること
は，単に政治的中立性の原則だけではなく，大庄は省の運営について国会に
責任役負っており，公務員は踏会を自らに対する究磁的な権利と統制を有す
るという立法府と執行府の憲法習律による低統的関係を掘り崩すので，開会
議員候補者は，他の政治的活動よりも藤格な制約に服し続けるべきであると
する。しかし， r中間類型jの公務員に関して，委員会は多数意見と少数意
見に分かれる。多数意見は， r自由類型jにない公務員が，いったん国会議
員投補者になったと公にアナクンスされたならば，ポストにとどまることは
正しくなし盟会議員に立候補する公務員はほんの少数であるので，公務員
制度の中立性ぞ損なわないという考えに対して，事案が少ないか否かにかか
わらず，原知は維持されなければならず，復職に関する規定の変更の必要は
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ないとする。他方で，少数意見は， i中間類型jの公務員について，その性
質上，全毘レベノレにおいですら，政治的活動が公務員制度に損害を与えるこ
となく従来よりも広い規模で認められ得る一定のポストが存をするとし，制
約の緩和を述べる。このように， i自由類型Jの公務員の復職制度を維持し
つつ， i中関類型Jにおける制約の緩和が争点となっていることに注目して
おきたい。
現在の管理規則も f自由類型jの公務員の復職制度について!日規則と碍様
の規定そしている31)。すなわち，公務員は，臨会議員に立候補する前に公
務員を辞職しなければならないが， i自由類型j の公務員は，落選した場
合，当選確定日から 1週間以内に申請する場合には復職させなければなら
ず，当選した場合には， 1日規則と問様の要件を満たした場合，復職~認めな
ければならないとしており， 1日規則の舎と@の要件を満たさない場合，復職
は裁量lこ委ねられるものの，河情念もって申請が取り扱われるよう図られる
としている。
これに対して， i自由類型」にない公務員の復職についてはやや異なる取
り扱いをヶしている32)0 i自由類型J(こない公務員は，復職の権利を有しない
ことは!日規則と関様であるが，省やエージ、エンシーは，国会議員選挙の立候
補のために辞職した公務員を復職させる裁量を有しており，復織の裁量は，
通常，公務員を少なくとも最初はセンシティブではない領域に記霞すること
が可能である場合にのみ行使されるべきであると明示的に定めている。そし
て，ガイダンスノートによれば33)，i自由類型j にない落選した公務員が復
職を申請する場合，省はすべての申請を同情をもって，また，メリットに基
づいて検討することを促され，仕事がセンシティブな場合や欠員が既にない
場合，申請を認めないのではなし他の領域にこれらの公務員を配置するあ
らゆる努力がなされるべきであるとしている。このような内容からすると，
「自由類型jにない公務員の復職に対して厳しい対応をとっていたと思われ
る18規出と比較して，現行の運用は， 1臼境別段措よりもかなり緩やかに復職
を認、めているのではないかと考えられる。
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(2) 全額的な政治的活動と地方の政治的活動
!日規則においても，現在の管理規則においても，制約する政治的活動を全
盟的活動と地方的活動に二分していることが大きな特徴となっているが，
アーミテージ報告書は， この二分法(特に弱家公務員が地方議員となること)の
妥当性を検話していた34)。
アーミテージ報告書は，自治体はしだいに政党政治の線にそって機能し，
政府と自治体との間に密接な関係にあることから，公衆に対する影響に関す
る眠り，全国的な政治的活動と地方の政治的活動を区別することはもはや不
可能であり，地方議員として活動する公務員にとって利害の相反のより大き
な可能性が存在するという考えを検討する。しかし，アーミテージ報告書
は，中央政府が政策を設定し，自治体がそれを実施するという差異が依然と
してあり，国会は，法~制定し，改正する立法機関であるのに対し，自治体
は，第一次的に行政機能喜子有しているにとどまると考え，会図的な政治的論
に参加することなく地方行政への有用な震献をすることは完全に可能であ
ると考える。また，過去3年間，多くは「制約類型Jに属する 200名以上の
公務員が地方議員として仕える許可を与えられたが，彼らは，自らが働く政
府省の賞授領域を扱う委員会に所属することや，活動領域にかかわる問題に
ついて公に発註することそ期待されておらず，~該公務員は，その関心を純
粋に地方の関心事に向け，もし彼らが公に発言したならば，公務員としての
公正性が疑われることになるような全閤的な政治的問題な回避してきたため
に，その活動によって重大な詫乱は引き起こされていないとする。
そして，公正な公務員制捜の維持と公務員に対する不適切な制約の付加防
止.のために，公務員の評判がその活動によって惑影響を受けている証拠がな
い状況において，地方政治に参加している f制約類型Jの多くの公務員の活
動を妨げることになる会盟的な政治的活動と地方の政治的活動の匿別の魔止
は勧告しないとしている。
なお，イギリスにおいては，委員会等が夜間に集中している自治体も少な
くなしまた，地方議員の報開iが安しアーミテージ報告書でも述べられて
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いるように，わが留の地方議会とは異なり，イギリスの地方議会は，権力的
な自主条例jを制定する権限を有していないなど権限が限定されている点にも
注意しておく必要があるかもしれない問。
(3) 非党派的活動
次に，政党の党派的活動と区別される非党派的活動についてである。ま
ず， I日規則においても，管理規則においても f全国的な政治的論争問題jや
f地方の政治的論争問題jについて公に発言し，プレスへの手紙や本，論文，
リーフレツトに見解を表明することは制約されていた。例えば，道路建設や
中絶等の問題も政治的論争問題に含まれるように考えられる36)0 しかし，
現在でも，このような制約については，その正統性について疑問が出されて
し、る37)。
もう一つの問題は，党派的組織ではない団体所属の問題である。圧力団体
が熔加し，その活動が政府に影響を与えるために，アーミテージ報告書の検
討対象となった38)0 I日規則の下で， r汁fj
{は立，許許:1可司をぞ?与与‘えられないならlばi，この極の問題について公にコメントするこ
とは自ElIではないが，党派的政治的性絡を有しない組織において役職全保有
することを妨げる規定は存在しないことから， これをどう考えるかが議論さ
れたわけである。委員会は， r公務員は， Iヨらの義務を自らの私的利誌に従
属されではならないし，自らの義務と私的利益を相反する状況に自らをナ置い
てはならず，これらの利益を捉進するために，自らの公的立場合利用しては
ならない。j というすべての公務員が遵守することを期待されている行為の
一般原則営規律する公務員制度の規則に?主主:を向ける。党派的政治的問題と
非党派的政治的問題を区別することは容易で、はなしそのような活動におけ
る公務員の参加が，政治的公正性についての公務員制度の評判を傷つけてき
たこともないとして，現状変更の必要性はないとしている。
また，管理規期も f公務員は，自らの私的利益または他者の利益雪国るた
めに，その地位や自らの公的義務において獲得された情報を誤って用いては
158 
イギヲスにおける国家公務員の政治的活動のお湯
ならない。利益の衝突は，財政的利益からそして，より広範には，公務員の
私的利益を共有する飽人との公的やり取りまたは彼に関する決定から生じる
かもしれない。Jとしている39)。
(4) 組合活動
アーミテージ報告書は，政治的活動に関する規則が，_iE統な組合活動に従
して公務員組合のメンパーとしての資格で活動している公務員に対しては
厳格には適用されない傾向にあることを指摘し，それを支持している制。
労働組合の年次大会で， r制約類型jにおける現職公務員ですら，他の文
献においては政治的論争問題と考えられるスピーチをすることは普通のこと
である。そのようなスピーチは，プレスに報道され，公務員組合のジャーナ
ノレは， しばしば現職公務員によって書かれた直接に政府政策や致治的行為に
コメントする論文や手紙を公表する。労使紛争の関，特に示威行為が計揺さ
れているとき，公務員ではない常勤の組合役員だけではなし当該公務員組
合において執行職ぞ有する公務員によっても公的発言がなされる。これらは
公務員の労働条件に影響を与える開題{こ向けられているけれども，不可避的
に政府政策の他の棚語に影響を与え， したがって，政府に批判的な戸ぞ上げ
ることになる。しかし，これらの活動の結果として，公務員都度全体の公正
性が重大な槌題とされることはなく，労働組合が組合員の正統な利益に関連
する議論を行うことは長期lこ渡る伝統であり，組合や組合員が持の政府であ
る雇用主の政策喜子批判するときに，公的サービスに生じる問題はやむを得な
いとする。
現在の管理規期においては41)，公務員は，労働組合によって組織された
活動に参加するために許可を得る必要はないとされ，選挙で選出された労働
組合代表は，組合代表として見解を表明しているのであって，公務員として
ではないことを明らかにして，組合員の正統な利益を代表して，政府政策に
コメントすることができることを?明示的に規定しており，組合運動としての
政治的活動ぞ{也と底部しているひ
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(5) 戸別訪問
!日規則においても，現在の管理規則においても戸別訪問(Canvassinglが制
約の対象となっている。 iCanvassingJを選挙運動と紹介する書物も存主す
るが42)，イギリスの選挙に関する書物をみればわかるように， iCanvass-
ingJは選挙運動一般を指すものではなく，多様な選挙運動(後述表 l参j終)
のー形態であるわが閣の「戸別訪問jに該当する制。
アーミテージ報告書は，この戸別訪問について制約を加え続けるべきか，
あるいは公務員が政党に属する資格があるのと搾様に，自由に戸別訪問する
ことができるべきかそ検討する州。
戸別訪問員 (canvasserlは，必ずしも自らの名前を名乗らないし， しばし
ば玄関において短時間使うのみであり，積極的に公務員と認識される機会
は，かなり低く，特に，戸別訪問員が現実の政治的対話そ避ける場合は，公
務員制度にとっての重大な留惑のリスクは小さいことから，自由に認められ
るべきとする考えがある。
しかし，委員会は，戸別訪問を行う公務員は，明らかに自らを政党と同一
読し，戸別訪問員は必ずしも論争しないが，特に政治における関心が高いレ
ベノレにある選挙運動期間において，完全に避けることは不可能であり，戸別
訪問金受ける者のやには，強い見解含有する者もおり，政治的論争問題を提
起するとき，戸別訪問員が議論しないようにすることは容易ではなし委員
会は，戸別訪問は単に調査のー形態であるまたはそれは，公開で話しまたは
地方選挙に立候補するよりも政党の政治的信条の公然たる擁護とはなり難い
とは認められないとする。もし公務員が候補者や政党のために戸別訪問~す
る一般的許可を与えられるならば，最近公的な付き合いを手ぎする公衆に近づ
く機会が増加し，倍々の毒草案において違反をおかすリスクは大きくないが，
蓄積効果は政治的活動についてのノレーノレを残すことによって公務員制度の公
正性に与えられた保護を掘り崩すことであると判断する。
次に，アーミテージ報告書から離れて，近年における戸別訪問の状況を確
認しておきたい。まず，表 1からわかるように，選挙運動における戸部訪問
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表1 1979年から 2001年における選挙運動の浸透 (%l
(I:Hl1-l R. Worcester and R.l¥lortimore， Explaillil1g Labollr's Secolld Landslide (Politico's， 
2001)， p.166.もとはMORIの認:i1E，
の重要性は明らかに抵いものとなっている制。例えば， リーフレツトを受
け取ること(号)は，戸別訪問(会)の数能以上の都合となっている。ま
た，政党加の内訳として， 1997年選挙においては，有権者の 12%が労働党
による戸別訪問を受け， 11%が保守党による戸別訪問を受(1，5%が自由良
主党による戸別訪問を受け46)，2001年選挙においては，有権者の 7%が労
働党による戸別訪問を受け， 6%が保守党による戸別訪問を受け， 2%が自
由民主党による戸別訪潤な受けたにすぎないことが紹介されており 47h 戸
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別訪問の主目的は，相手方と議論することではなし支持政党の磯認と自党
支持者を確実に投票に向かわせることであると考えられている4針。
戸別訪問は，選挙運動の中心になっているために制約されているわけでは
なし相手との議論が主自的ではないことから制約の緩和も検討されたもの
の，相手との議論の可能性が残っていることから，制約の対象と考えられて
いると思われる。したがって，候補者を応援するために，公的に発言し，
リープレット等の文書において意見を公表するといった他の制約に服さない
限札戸別訪問のような状況が発生しないリーフレット配布といった行為が
制約対象になるとは考えられない。
以上，政治的活動の幾つかの論点をみてきたが，イギリスにおいては，公
務員の中立性確保の必要性が認識されるものの，他方で，政治的活動の自由
という利益とのバランスも重視して，公務員の中立性確保に多少のリスクが
存在するにしても，それが小さいものであると考えられる場合には，政治的
活動の自由を認めている。また，はじめに述べた呂黒社会保険事務所公務員
事件との関係を考えると，問題になった行為が政党機関紙号外の配布と
え， I十iに配布するにとどまる摂りは，イギリスにおいて制約対象となってい
る政治的活動ではないと考えられることに注意しておきたい。
3 類型割合の変化
(1) 1952年以降の変化とアーミテージ報告蓄による改革
次{こ，公務員の致治的活動の制約に関する 3類型について，アーミテージ
報告書がその割合の変化を紹介しているので，それを確認しておきたい。
アーミテージ報告書は， 1952年段階と 1977年段階における 3類型の内訳を
表2のように示す。郵政は， 1977年段階では公社化されていることから，
それを除いた人数と割合が示されている。また，後の議論との関係で， i毎日
約類型j と「自由類型」の公務員の内訳を表3と表4においてみておく。
まず，表2からは，公務員の f等級J(こ基づく制約に従うと， i制約類
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表 2 1952年段階と 1977王手段階における匿家公務員の類型内訳
1952年{重苦欽を長室く〉 1977年
政治長官lこ制約 100，00015 ( 14%) 196，000名(26%) 
じド i首j 230，∞015 ( 33%) 333，000名(45%) 
自 性1(非現議) 40，000名( 6%) 43，000名( 6%) 
自 lI (波書室) 330，000名(47%) 174，000名(23%) 
700，000名(100%) 746，00015 (100%) 
(tお!)4) Armitage Report， para.34. 
奇襲 3 1977年段階の制約類型の内訳
行政グループ (AdministrationGroup) 
内閣長支入庁等級組事i語調査1ぎ等(lnlandRevenue Depart-
inent grades-Tax Inspectors， etc) 
多様な鐙護費の専門約・科学技術担当公務員 (Profession
md Technological staff of various kinds) 
保健および社会保隊翁における地方事務管 (LocalO在Icers
in the Department of Health and Social Security) 
科学グループ (Science
(I:l:l!l~) Armitage Report， para. 13. 
君主4 1977年段階の自虫類型の内訳
伝言言およ(}:ヌ認をま怒主主ー 似たssengersand Paper Keepers) 
務総公務員 (Cleaners)
苦言話交換手および印刻電信機擦作員 (Telephonistsand 
Teleprinter Operators) 
空主Z印勝技P;li(Photoprinters) 
2j-~童公務災(災ursingStaffs) 
門主喜と案内係 (Ushersand Attendants) (LCD) 
小 iH'
500名以下の小規燦グノレープ
(出2年) Annitage Report， Appendix V3. 
87，000名 (44.4%)
22，000名(11.2%)
19，00015 ( 9.7%) 
15，000名(7.6%) 
12，000名(6.1%) 
12，600王5
3，600名
2，800名
2，500名
1，800名
700名
214，300名
2，700名
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理Jと f中間類型jの人数・割合が増加し，公務員の約四分の一(約 1ヲ万6
千二名)が「制約類型j に入札全国的な政治的活動が禁止されることが確認
できる。
これに対して，アーミテージ報告書は，政治的活動の制約を「等級Jに基
づかせることは， i怒意的jなものと考えた。そして，政治的活動の制約
は，公務員の「等級jではなく，職務のタイプ(絞務内容)に基づき行われ
るべきと考えた49)。
異体的には，国会と公務員の関係に照らして，直接的に大臣に仕え， した
がって大臣と最も密接に同一視される上級公務員は，全顕的な政治的活動に
従事することを?認められるべきではなしそのような性格のポストにいる約
2万5千名は， i制約類型jにとどまると考えた刻。しかし，それ以外の「制
約類型jの多数の公務員を「中間類型」へ移行させ，地方の政治的活動と同
様，全盟的な政治的活動についても許可を得ることができれば，それを認め
ることを提案した。これによって，全国的な政治的活動に参加する許可を申
請する公務員の絶対的な数や比率は増加し，その申請はいままでよりもより
柔軟に扱われるであろうとした。
表5 アーミテージ報告審提案
n時約謬nl'l
中間類型
自IE類型j
音十
23，000:s ( 3.1%) 
506，000名(6i.9%) 
2li，OOO名(29.0%) 
i46，000名(100.0%)
(出典) Armitage Report， pa 
このように，アーミテージ報告書は，
f等級Jから「職務内容Jに制約の根拠を
変更することにより，表5にあるように，
多数の公務員を「制約類型jから f中間類
型jへと移して公務員の約三分のニぞ内
関類型Jに入るようにして，政治的活動の
制約を大幅に緩和することを話指した。
(2) 管理規票日と行政の民間化による変化
現在の管理規則においては， 3類型の内， i自由類型j と「制約類型」に
ついて，以下のような内容が示されている51)。
まず， i自由類型Jについては， r現業および非事務職等級 (industrialand 
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non-office grades) Jとされている。反対に， r制約類型jについては， r上級公
務員 (SeniorCivil Service)および上級公務員笹近の下級公務員j と「ブアー
スト・ストリームの公務員J(rフアー ストストリー ム路発フ今ログラムにある者J) と
されている。ガイダンスノートにおいては， r上級公務員直近の下級公務
員Jは， ['等級6・7級(それと何等;のものりと示されている 52)。また，通常
の者よりも速いスピードで昇進する「ブアースト・ストリームの公務員j
は，将来の幹部要員とみなされており 53)，わが留の「キャリア組J，こ相当
すると考えられる54)。
現在の公務員が該当する類型の人数・説会は必ずしも明確で‘はないが，公
務員の統計資料などで，おおよその傾向を確認しておきたい。
アーミテージ報告書以蜂，サッチャ一政権が成立し，行政組織や民営化・
市場化テストのような行政民間化が急激に進行しており 55}，上記の割合が
かなり修正されているものと思われる。
公務員制度の説明資料によれば56)，日77年段階では，現業公務員が 17万
4千名存をしたが， 2003年 10月の段賠で 1万8千200名が存悲しているに
すぎない。表 2にあるように，従来，現業職公務員が「良治類型jの多数を
6めており，また，表4に示された現業職以外の公務員もサッチャ一政権以
降，大幅に人員部滅されていると予想されることから，現在では， r自由類
型jのものは相当に減少していると考えられる。
他方，非現業公務員は， 1977年段階で 57万 l千名(縁日寺公務員合滋¥)浮
在したと考えられるが， 1999年には 47万 9千名(臨時公務員を含む)と最少
になり，その後，数は増え， 2004年には 53万8千名にまで増えている。しか
し， 2008年終わりまでに 48万名にするという削減政策が採用されている。
このように，公務員数の増減が激しい。データとしてはやや古くなるが，
2000年4月段階の等級別の人数が表ふ1のように示されている。また，別
の資料で 2005年のものそみると，表6之のようになる。
表5と比較してみると， ['鎚約類型jの公務員数が若干増加し，全体の公
務員数の減少のため，その割合はかなり大きくなっている。しかし，表ふ1
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君主8ぺ 2000年 4Fl段階の等級別の人数
1.:級公務員
等絞ら・ 7数
3，720名
22，000名 ( rファーストストリームの公務員」は
執行官等級 (executivegrades) 183，000名
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表 6嶋2 2005年 4月段箔の等級別の人数
上級公務員 4，640名
{出典) 石見主主「イギリス公務員制度の変容J
下{際美智彦綴事ifrイギリスの行政とガ
パナンスJ(成文主主， 2007年)70 J'ro 
もとは，Ciγil Service Statistics 2005の表
H. 
(淀) 合計の人数が 10名あわないが，初挑の
表の人数そのままにした。
と表 6-2におけるそれぞれの表の
上位ニつが「制約類型」に該当し
除く)，他の類型の人数・割合は必
ずしも明確ではないが， r制約類
型jは，せいぜい 6%程度であっ
て， 7%に達しないことは明らか
であり，依然として圧倒的多数の
公務員が f中間類型j に属してい
ると考えられる。
本稿で検討対象となっている，
地方事務所において公衆に対する
対語サーどスを行う公務員につい
ても，通常はかなり低位の f等級j
にあり 57)，多数は旧規則において
f制約類型Jにある事務官または
「中関類型Jの書記職レベノレにあり 58}，管理規制においては{中間類型J(こ
該当していると考えられる問。
なお，行政の民賠化にかかわって一点のみ確認しておきたい。すなわち，
行政の民間化の動向は，単に量的な開題だけではなく，公務員の政治的自由
の制約をどのように考えるべきかといった質的問題も提起していることであ
る。イギリスにおいて，地方公務員の政治的活動の制約に対してのものでは
あるが，従来，制約が公的セクター労働者に恕定されていたものの，その民
間化が進行した際，このような制約が身分・地位に附随したものではなし
その職務に附随したものであるとした場合，このような制約をどう考えるべ
きかといった問題が提出されているc すなわち， もし民間化によって制約が
消滅するのであれば，同じ職務を担当していた公務員に対して従来観約を課
していたことの妥当性が関われることになり，他方で，もし従来公務員に対
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する融約が妥当なものであるとすると，民間労働者に対して制約を課さない
ことの妥当性が関われるからである60)。確かに，行政の民間化は，行政の
民間北島体の妥当性とは別に，政治的活動の自由のような権利の制約の妥当
性を問うものとなっている61)。
許可制度とその運用
許可制度と許可件数
(1 ) 許可制度の仕組み
ーでみてきたように， r制約類型Jの公務員の場合であっても，許可を得
ることができれば地方の政治的活動が認められ，また， r中間類型jの公務
員の場合にも，許可を得ることができれば，全i詩的な政治的活動および地方
の政治的活動が認められる。そして，政治的活動の制約や許可の際に問題に
なるのは，公務員の f等級jではなく，公務員が担当している f織務内容J
であった。そこで，次に，この許可の連用についてみておきたい。
18規期は，許可について「穏期許可j と特定のグループに対して与えられ
る永続的な f一括 (enbloc)許可jが滞在することを明らかにしている62)令
一括許可は f中間類型jの公務員に与えられ，一括許可喜子与えられた場合に
は，個別許可は必要ないものになる。 f制約類型jに昇進し，または，許可
がノレールとして与えられない省の部課に異動となった者は，通常許可を撤回
される的。
以上の社組みは，現在の管理規則においても持様である。管理規刻は，
f中間類型jにある公務員が f一括許可jに該当する「特別のマンデート (man-
date) Jによって許可喜子与えられていない場合，全国的な政治的活動または地
方の政治的な活動に参加するために許可を得なければならないとしてお
り州，名称はともかく， 2額類の許可の存在'e認めている。また，管理規期
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は，許可を与えられた公務員が，許可が与えられ得ないポストに異動になっ
た場合，その政治的活動をあきらめなければならないことも規定してお
り山， これも従来と開様であることがわかる。
(2) 許可件数
次に， この許可件数を確認したい。アーミテージ報告書によれば，当時の
33万3千名の「中間類型jの公務員の内， 15万 5千名が，一括許可によっ
てカバーされていた。したがって， 74万6千名の内， I自由類型」の 17万4
千名の現業公務員と 4万3千名の非事務職公務員に加え， I中間類型jの公
務員の内 15万5千名の計 37万2千名，すなわち，公務員の約半分がほとん
どすべての形態の政治的活動に参加可能であった66)。
そして，間別許可を求めることが要求されるポストにある者の多数は公衆
と直接の日常的接触を有する者であり，多くは，カウンタ一越しに公衆に対
応する保健および社会保障省 (Departmentof Health and Social Security)または
内閣歳入庁(lnla吋 Revenue)のような大規模省の地方事務所の公務員であっ
た
次に，具体的な許可の統計資料は存在しないが，アーミテージ報告書にお
いて一定の状況が示されているので，それをみておきたい制。大規模省の
1973年から 1975年の 3年間に， I制約類型jや個別許可が必要な f中閉鎖
型jの公務員(約3i万名)からの許可申諮件数は，表 7-1にあるように， 561 
{牛である(半分以上(;J:，自治体議員選挙のぎi河合主主求するものである)。 これらの申
請の内， 481件が認められた。 80件の拒否の多数は，公務員が公衆との対面
の接触にかかわっている仕事に従事しているという理由によるものである。
表 7-2からわかるように， I制約類型」にある公務員においても， 3年間
に359件の許可申請があり， 330件で許可が与えられており，かなりの高率
で許可が与えられていることがわかる69)。また，表 7-2や表 7-3からわかる
ように，公衆との対面サービスにかかわる公務員からの申請が半数以上そ占
めるのは， I制約類型jの場合も， I中関類型」の場合も開様である。
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表7-1 すべての公務員
全国のま支?金約i舌滋 地方の政治約i活動
公衆と主主類約 i蚤予言友記のよ 公然と定義5約 i獲常友認のよ 計
!こ援綴をもっ うな接完全をも iこ袋縫をもっ うな後数をも
者 たない者 若君 たない者
民ド諮件数 33 8 312 208 561 
許可件数 18 6 26i 190 481 
不許可件数! 15 2 45 18 80 (14%) 
(出典) Armitage Report， Appendix VI3. 
表7-2 制約された類裂にある公務員
公安設と定期的に後銭安もつ者 i墜予言左誌のような援綴をもた 言十ない者
民ド言j件数 211 148 359 
許可件数 1ヲ5 135 330 
不許可将二数 16 13 29 (8%) 
(防災) Ar1l1itagc Report， Appendix VJ1 
表7-3 中間類君主にある公務員
全閣のま支治約活動 地方の政治的活動
公安表と定真喜約 i察予言2五~èのよ 公衆と問ij露関のよ 言十
{こ接絡をもっ うな援滋をも i二議総をもっ うな援絡をも
者 たない者 善言 たない者
中諮件数 33 8 101 品。 202 
許可件数 18 6 i2 コ'P 151 
不許可件差士 15 フ 29 コ 51 (25%) 
(出塁年) Armitage Report， Appendix VI2 
さらに，公務員の 95%以上営対象とした調査において，全体で公務員の
約 1千名が政治的活動参加の許可をあるときに与えられ，約三分のこが「制
約類型Jであり，残りが f中間類型jであるとされたiO)。
アーミテージ委員会報告書後としては，内関府における 1984年から 1987
年の関の調査において， 694名の公務員が許可を求めていることが明らかに
されている印。
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(3) 許可を得た場合の要求
「制約類型Jまたは f中間類型Jの公務員は，許可を得て政治的活動を行
うことになるが， I日規則は，許可を得た場合においても，以下のことを要求
しているi2)。
公務員は，公の奉仕者であり，時の政情を形成する大庄の命令の下に活動
していることに留意しなければならない。なんらかの政党の政策を提唱する
または批判することを妨げられない一方で，コメントは， (特{こ，自らの大臣
が資任~有する問題について)節度をもって表明されるべきであり， i個人攻繋は
避けるべきである。公務員は，不詮意による場合であるか否かにかかわら
ず，党派的論争において顕著に公衆の注目を集める公務員として知られる者
の行為から帰結する大垣または主主にとってのrn惑をケ避けるように充分注意す
べきである。また，全盟的な政治的活動に自由に参加できるわけではない公
務員に与えられた自治体および地方領域における政治的活動に参加する許可
は，特に，自らの省に影響を与える問題において，彼らが節度と分別をもっ
て活動するという条件，および，自らを地方の重要性を脊するのではなく全
間的重要性営手ぎする政治的論争の問題lこ関与しないように注意するという条
件(:)]読する。
現{t::の管理規則においても，同様の要求が存在する すなわち， r自由
類型J(こない公務員は， f践の政党の大詰への忠誠や効果的なサーどスを妨げ
るまたは妨げるようにみえる一つの政党への強力かっ包括的な関与を示す，
自らの個人的な政治的見解合表現してはならない。特に自らの大iEカ壬を
有する問題について節度をもってコメントを表明すること，告らの大自の資
{壬に影響を与える論争問題について一切コメント全回避すること，他人攻撃
を田避することに特加の注意をしなければならない。公務員として，党派的
政治的論争において明らかに自らに公衆の注目を集めることから生じる大臣
または省やエージェンシーに対するあらゆる混乱を回避することに注意しな
ければならないとしている。また， r自由類型jではなく，政治的活動の許
可喜子得ていない公務員は，公正性に疑いのないようにするために，政治的論
liO 
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争問題において常に適切な授えめさを維持しなければならないとしている。
(4) 不許可に対する不駁申立て
二 1(2)でみたように，政治的活動の許可申請に対して一定数の不許可が
なされたが，アーミテージ報告書段階では，その場合に不躍申立制度は帯在
しなかった。そこで，アーミテージ報告書は，不服申立制度を創設し，不服
審査機関が公務員制度の枠内にあるべきと提案した74)。
現在の管理競期においては75)，許可拒苔処分を受けた公務員は， r公務員
不服審査委員会 (CivilService Appeal Boardl J ，こ不販申立てをする機会を与え
られることを規定している。この公務員不臨審査委員会は，委員長の他に，
管理(省庁)サイドと労横組合(公務災労働級会)サイド各 l名の 3名で構成さ
れている76)。しかし，現実の不蹴申立件数は極めて少数である。沙問年の
論文においては， 1984年以来，この領域において聴聞まで進んだ公務員不服
審査委員会に対する不服申立ては， 4件のみであることが示されており 77)，
1998年から最近の 10年間の公務員不服審査委員会の年次報告書をみても
1997年度と 2007年度に各 1件の不服申立てがあるのみである問。
2 許可制度の運用政策
(1) 許官官が与えられ難い織務
f制約類型jや「中隠類型jの公務員が政治的活動のために必要な許可が
「職務内容」に基づくものと考えたとき，特定の職務を担当する公務員の場
合は，許可が与えられ難いことになる。
アーミテージ報告書は，以下の職務を担当する公務員に倍加許可は通常与
えられるべきではないとしていた79)。
大臣にアドバイスする，または政策勧告を行う，大臣決定を執行する
点、で大臣に誼接対応する公務員
号 以下の両者の点に関与する相当な仕事量がある公務員
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③公衆の偲人的事情を熟知し，それに関して公衆と霞接の接触をも
ち，かつ，@公衆の個人的生活に影響を与える決定ぞ行うまたは行う
ことに貢献する
安 商業的取引相手， E力団体，自治体，公的当局またはなんらかの他の
団体とのやり取りにおいて，結果として，政府または省のスポークスマ
ンとなる代表的役割を泉たす公務員
@ 海外において政府を代表する公務員
争 例えば，大臣個人事務所または国家安全保障のように，センシティブ
な領域において職務を担当する公務員
そして，現在の管理規則においては， これらを具体化したものと考えられ
る「政治的活動についてのガイドラインと原則jが示されている。そこで
は，省やエージェンシーが公務員の政治活動への参加についての裁量権行使
において， IセンシティブJな領域において公務員が雇用されている場合に
おいてのみ把杏されるとし， Iセンシティブjであるとみるべきポストとし
て以下の五つをあげる制。
公務員が助蓄をケ提供するまたは却躍の大臣の指令を執行するというよ
うな大臣に対する(または非翁滋ヨミ機関に対する)政策的援助に密接に従事
しているポスト
大臣の私的事務所 (privateoffices)にいる，上級公務員である，また
は，政治的にセンシティブもしくは国家安全保障に服する領域にいるポ
スト
@ 公務員が，ポスト保有者に商業的企業，庇力団体，自治体，公的機関
または他の毘体とやり取りをする際に政府または自らの省やエージ、エン
シーのために定期的に話すことを要求するポスト
宰J ポスト保有者が海外政府とのやり取りにおいて政府を代表するポスト
⑤ ポスト保有者がポスト保有者の政治的活動を知ることが予想、される公
衆の一員との相当量の対面の接触にかかわり， f国人的に直接の影響を与
える決定守するまたはするように公衆にみえるポスト
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(2) 一括許可と公務員配置政策
次に，許可付与について， どのような考え方や基準が採用されているかを?
確認しておきたい。第一に，一括許可についてである。アーミテージ報告書
は，省により「中間類型Jの公務員に対する一括許可の付与にばらつきがあ
り，幾つかの省が他省より制約的であると考え，棺対的に下位等級の公務
特{こ，タイプ公務員や書記助手について，大部分の仕事の領域において
一指許可が与えられるべきとした利。一括許可が付与されれば，館別許可
の必要性自体が容をしないことになる。
第二に，公務員配置政策についてである。アーミテージ報告書は，幾つか
の省において，政治的活動を行うことを望む公務員を，公衆との対関サービ
スを含まない職務に移し，政治的活動をすることを許可している剖を報告し
ている問。現在の管理規期L 翁やエージェンシーが，政治的活動を望む
公務員に対して，可能な銀り役立つ公務員記寵政策を採照することを期待し
ている83)。
3 公衆に対する対間サービス担当公務員に対する許可
ニ2(1)でみたように，政治的活動の許可を与え難い職務として，公衆と
の対立立サービスが存在する。他方で，ニ 1(2)では，個別許可申請の半数以
上が，公衆との対面サービス担当公務員から提出され，大多数において許可
が与えられている状況をみてきた。
そこで，アーミテージ報告書における公衆に対する対面サービスについて
の検討を確認しておきたい制。公衆に対する対語サービスぞ担当する公務
員は，政府答の池方事務所において働く者であり，多くは租税(内i議長支入げや
関税・浴室費税庁 (HM Customs and Excise)におけるように)や給付(係縫および社会保
滋省や労働省 (Departmentof Employment))にかかわりあ)， -d:. t.こ，裁判所における
裁判事務や移民規出の運営など他の広範顕の状況にかかわっている。非現業
部門の公務員の相当数は， この撞の義務において麗用されており，…3で既
li3 
に触れたように，これらの公務員は通常はかなり低位の者であり，多数は，
旧規則において「制約類型jにある事務官または「中間類型jの書記職レベ
ノレである(管'理規則においては，いずれも f中関類型Jの公務員である)。
アーミテージ報告書は，この職務を担当する公務員の政治的活動を制約す
る理由として以下の三三つをあげる 86)。第一に，公務員が公衆に関連して一
定量の裁量的な権限を有し，日常的な義務の過程において公衆と対面するこ
とである。公務員が政治的に活動的であると知られている場合，当該個人
は，政治的偏見が義務の適切な遂行に影響を与えると疑うかもしれず，それ
が事実に基づかない場合であっても，公務員制度の政治的中立性における公
衆の信頼が掘り崩されはじめる危険が生じるとする。
ーに，公務員が裁量的権限を有しない場合も，公衆には公務員がそのよ
うな権限含有するとみえ，実際，その公務員の報告書が上司による決定
献するかもしれないことである。通常，執行宮または書記官レベノレにある社
会保障審査官は，請求者の状況を査定し，結果を当該事案における給付資格
について決定を行う上司に報告することを期待されている。
コlこ，地方事務所の公務員は，公衆について財政または他の掴人的事情
に関する最もセンシティブな情報伝しばしば得ることである。地方議員にな
る公務員は，その知識が討論にされる問題に関連する状況において，他の政
党の地方議員の課説納税状況の詳縮について知るかもしれず， これらの公務
員による政治的活動は，潜在的な混乱的状況を容易に生じさせ得る。
許可の運用基準は，地方事務所が責任を手ぎする地理的地域外に公務員の政
治的活動が完全に眼定されているならば，公衆と誼接接触する公務員は，通
常，政治的活動に参加する許可を与えられるというものである。省によりこ
のノレーノレに服する公務員の範囲は異なっており，例えば，保健および社会保
欝省は，カクンターでほとんど職務をしない公務員ににの事務所によってカ
ノミーされる地域内においですら)政治的活動を行う許可を与える傾向にあり，他
方，内田歳入庁は，タイピストや自由類型の者そ捺いて，通常すべての地方
事務所公務員に制約を適用するとする87)。
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そして，アーミテージ委員会は，上記の三つの考議事項が公衆と接触する
公務員がその事務所の地域における政治的活動に参加すべきではないとする
ノレールの核心にあるように思われ，このことは公務員が働く地域外において
偶然に悶じような混乱が生じ得る可能性ぞ排除しないが，そのリスクはこれ
らの状況においては明確にかなり減じられているとして，管轄地域外の致治
的活動を認める88)。
なお，次の二点に注意しておきたい。まず，アーミテージ委員会は，公衆
に対する対面サービスとの関{系であらゆるサービス念制約対象としているわ
けではないことである。すなわち，公衆と接触しているが，特別の技術を活
用し，または，党派的政治的論争の問題ではない規則そ適用しているにすぎ
ない場合には，例えば運絃テストに落ちた者が運転試験者の政治的嬬見の結
果であるとは主張し得ないようにみえるとして，制約対象とする必要性を認
めていないことである料。
次に，地方事務所の場合にも，上級公務員は，先にみたように，護接に公
衆と接しないことから，地方事務所の管轄地域内においても許可を与えられ
る可能性がある一方で，政府や省の代表的役割を手ぎすることから別の制約に
服する可能性があることである。例えば，麗用サービスエージ‘ェンシー，保
龍および社会保障省，関税の地方事務所の上級公務員は，地方の失業，社会
保欝資格の変更または付加儲儀税等についてプレスまたは商工会議所などの
地方団体からの問い合わせに答える必要があるかもしれない。そのような場
合，当該公務員は，不可避的に時の政府のスポークスマンであり，政府政策
の適用に相当の影響力を行関する者とすらみなされる可能性があるというこ
とである90)。
まとめとして，地方事務所における下級公務員の政治的活動の許可につい
て再度確認しておく。政治的活動の制約は，こじ裁量的権能の存在，会裁量
的権額を有しないが最終決定に影響を与える可能性，金センシティブな捷
報取得という三つの理由から，サービス対象者が公務員の政治的活動ぞ認識
することにより，公務員制度の中立性が損なわれると考えられて課されてい
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るものであり，そのために，地方事務所の地域的管轄外であれば，公務員が
サーどス対象者と出会うリスクを完全には排除できないとしても，公務員の
政治的活動が認められているわけである問。
おわりに
最後に，いままで検詰してきたイギリスにおける国家公務員の政治活動の
制約の状況に照らして，白黒社会保検事務所公務員事件と問様のケースがイ
ギリスでどう扱われるかをみておきたい。はじめに述べたように，仮に違反
行為があったとしても，刑事罰ではなし懲戒処分の対象になるにとどまる
ことには注意が必要であるが，イギリスにおいて違反行為として懲戒処分の
対象になり得る行為なのかを確認しておきたい。また，イギリスの場合，わ
が聞と向様に，公衆からそうみえることも含めて，公務員制度の中立性~確
保しようとするものであるが，他方で，政治的活動の自由の確保とのパラン
スも重視して， リスクが存在するにしても，それが小さいものであると考え
られる場合には，政治的活動の自由主?認めていることにも注意しておきた
し、。
以下，具体的に考えてみる。まず，目黒社会保険事務所公務員事件の公務
員の担当職務の点からみておきたい。このような職務を担当する公務員は，
政治的活動の制約に関して「中間類型jに該当すると考えられる。そして，
f中間類型jの公務員の場合，許可を得ることができれば全国的な政治的活
動も地方の政治的活動も認められることから，許可営得ることができるかが
問題となる (-1.3参照)。イギリスの場合，公務員の職務が政策形成にかか
わるだけではなし公衆との対話サービスを担当する場合にも制約対象と
なっていることから，この事件の公務員が直接利用者と対面して相談業務を
行っている場合，その職務は，制約対象の職務に該当すると考えられる(ニ
2 (1)参照)。しかし，政治的活動が，職場が管轄する地域外の場合には，その
活動は許可され，この事件の場合には，仮にその活動が制約対象である政治
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的活動であっても，管轄地域外の活動のようであるので，許珂が得られる
ケースであると濯、われる(二3参照)。
もっとも， この事件の場合は，その活動が管理規出に定められたような全
国的な政治的活動や地方の政治的活動に該当するかが問題である。イギリス
の制約で関係あると思われるのは，戸別訪問に関する制約である o r留会議
会候補者または政党のためjの活動と替えるかも開題になり得るが，イギリ
スにおいては，戸別訪隠はリーフレツト配布等の他の選挙運動等とは明確に
区別され，相手方と議論になり得るなど，相手方と接する場面が想定される
ために，制約の対象になっていると考えられる c したがって，政党の機関紙
号外であっても，単に郵箆受け等を通して配布するにとどまるのであれば，
制約の対象活動ではないと考えられる(-2 (5)参照)。以上のように，目黒社
会保険事務所公務員事件と需様のケースがイギリスで発生したとしても，当
該公務員の活動は侍ら違反行為には該当しないと考えられる問。
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66) Armitage Report， paras. 15， 142. 
6i) Armitage Report， para‘15. 
68) Armitage Report， para.16. 
69) Armitage Report， para.144. 
70) Armitage Report， para.1i. 
il) lvlorris， note 36)， p.104. 
72) Civil SelYice Pay al1d Conditions of Sen，ice Code， para. 9929. 
73) Ciγil Serl'ice lv1anagement Code， paras.13-15. 
74) Armitagc Report， paras.152， 161. 
i5) Cil'il Service Management Code， paτa.12.1.9. 
76) CiγilSerl'iceムIanagementCode， para.12.1.7; :Vlorris， note 36)， p.104. 
7i) :Vloris， note 36)， p.104. 
78) Civil Service App巴alBoard， Annual Report 1997-98 (Cabinet 0鉛ce，2008)， P‘15 
and Amlllal Report， 2007-08， p.14. なお，公務員不自民議室主委員会自体は 1971年に
設後されており，政治約活動の不許可に対する審査;権限を後に有したことになる。
i9) Armit，日geReport， para. 147. 
80) Civil Service Mallagemellt Code， 4.4. Annex A: Guidelines and Principles in Politi-
cal Activities paras. 1-2 
81) Armitage Report， para.149. 
82) Armitage Report， para.143. 
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83) Ciγil Service ルlallagementCode， 4.4. Annex八:Guidelines and Principles in Politト
cal Activities para.3. 
84) Armitage Report， para.112. 
85) 行政組織における変更もあるが， Bradley and Ewing， note 9)， p.29においては，
内陸3歳入庁と給付エージェンシーにおける公務員があげられており，従来と同様の
公務員が制約の対象になると潔解されていると考えられる。
86) Armitage Report， para.115. 
8i) ArmItlσge Report， paras. 15， 114， 116. 
88) Armitage Report， p証ra.116.
89) Armitage Report， p呂ra.11i.
90) Armitage Report， para. 120 
91) 地域が重姿な~味合有するという点、において，わが鴎の地方公務員の政治的活動
の制約と類似しているということも可能であろう。地方公務員法36条2項。
92) 社会保障を扱う省の地方事務所において公衆との対商サービスを担当する国家公
務員の政治的活動である戸那訪問 (canvassing)(こ隠する現在の運用について，イ
ギリスの国家公務員組合である Publicand Commercial Services じnion(こヰヲげる
Policy， Research， and Information DepartmentのDirectorである CharlesCochrane 
氏から意見をいただいたので紹介する。まず，この国家公務員が中間類型{こ佼霞づ
けられること， また，政治的活動力1地方事務所の管轄外におけるものである場合，
許可を与えられ得るということは，一般的に正しいということであった。また，無
許可で政治的活動をと行った場合にも， I盟諸f公務員の政治的活動の秘約綴剣を強秘す
るためのいかなるif問主的制裁も存夜せず， この場合iこは懲戒処分も全くまれである
ということであった。さらに，いずれかの政党のために郵便受け守通して政治約
リーフレットまたは新i市営戸別に配布する活動が鼠家公務員管理規則の下で禁止さ
れている戸別訪問(canvassing)に含まれないということは，明示的ではないが，
現災{こは正しいということであった。最後{こ，戸別訪問に関速して，最近は，電話
による選挙遂露b(telephone canvassing)が行われていることから，この電話による
選挙運動が国家公務員管理規郎の下で禁止されている戸別訪問に含まれないという
理解で良いか線認したところ， この規員日は電話による選挙運動が普通になるはるか
前{こ制定されたものであり， もし繍人が自らを特定しないのであれば，問題はない
であろうとのことでPあった。
〔付記〕 本稿は， 2008年度南山大学ノtッへ研究奨励金 I-A-2(こ基づく研究成果
の一部である。
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